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１．はじめに 

 

（１）研究の背景と目的 

わが国はかつて経験したことのない継続的な人口減少

と少子高齢社会を迎えつつあり、今後も高齢化は一層進

展するものと想定されている。また、地方部における人

口の社会減は歯止めがかからない状況にあり、平成19年

度の住民基本台帳に基づく人口移動1）によると、転入超

過であるのは、東京都、神奈川県、愛知県、千葉県など

７都県に限られ、40道府県で転出超過となっている。 

わが国の人口移動の推移2）は、1960年代中頃から他都

道府県への移動人口は増加し、1970年代には団塊世代の

大量移動により移動人口はさらに増加した。地方部、特

に中山間地域などの条件不利地域では、1960年代中頃か

らの人口の社会減（人口流出）により、地域の人口構成

のバランスが崩れ地域社会が弱体化、活力低下が顕著と

なり「過疎問題」としてクローズアップされた。このよ

うな状況において、大野3）は、65歳以上の高齢者が集落

人口の半数を超え、冠婚葬祭をはじめ田役、道役などの

社会的共同生活の維持が困難な状態におかれている集落

を「限界集落」と定義した。 

この「限界集落」を中心とした、中山間地域などの条

件不利地域における地域の活力の維持や、生活水準の維

持は、国土計画における重要な検討事項となっている。

すなわち、①中山間地域においても都市機能が享受でき

ない地域では享受できる地域と比較して人口減少傾向が

強いのか、②中山間地域においてもモビリティが高まる

と交流が活発となるのかについて検討が必要であろう。 

そこで、本稿では、宮崎県の東臼杵郡、西臼杵郡を対

象に、①中山間地域の都市機能の享受と人口動態の関係、

②中山間地域におけるモビリティと生活圏域の関係につ

いて分析することを目的とする。 
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（２）既往の研究と本稿の着眼点 

（２）既往研究と本稿の位置づけ 

中山間地域における都市機能の享受と人口動態に関す

る既往研究には、特定の施設に着目して分析している例

が多い。例えば、立川4）は、岡山県の中山間地域におい

て、30年間の集落人口の推移を分析し、中山間地域集落

の存続するための条件として、「集落戸数規模として20

戸以上、また小学校までの距離として3.5km以下」と導

いている。また、藤山5）は島根県を例に拠点的な医療施

設の30分圏域においても人口減少していることを示して

いる。一方、生活圏域に関しては、例えば、谷口6）は、

岡山県全域を対象に生活行動圏に関する調査結果を用い

て、目的（通勤や買い物品目別）ごとの主な目的地、利

用交通手段について分析している。また、その他にアン

ケート調査により特定の町村の生活圏域を把握する例が

見られる。以上のように既往研究では、複数の都市機能

の享受可能性と人口動態、中山間地域の都市機能の享受

可能性と生活圏域、交流圏域との関係について整理して

いる事例は少ない。 

そこで、本稿では、都市機能の享受可能性に着目して

中山間地域における地域特性と人口分布を整理するとと

もに、中山間地域における都市機能の享受可能性別に、

人口減少の自然増要因、社会増要因別の人口動態の状況、

生活圏域の拡大状況について分析する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 対象地域（宮崎県東臼杵郡、西臼杵郡） 



２．中山間地域における都市機能の享受水準と人口動態 

 

中山間地域などの条件不利地域では、人口の流出によ

る社会減と少子高齢化が進展している。宮崎県において

も同様の傾向である。しかし、中山間地域においても都

市部へのアクセシビリティが高く都市機能を享受できる

地域とそうでない地域の人口動態は異なるであろう。こ

こでは、中山間地域における都市機能の享受水準と人口

減少の関係について分析する。 

一般に都市機能について論じる場合、都市や都市圏の

人口規模と都市機能の関係から論じられることが多い。

しかし、中山間地域では、自市町村に立地していない機

能も多数あると想定される。各市町村の評価を行うため

には、他の市町村の都市機能のうち、ある時間圏域内に

立地しており利用可能な都市機能も含めて、各市町村が

享受できる機能が何かを把握することが重要であろう。

また、中山間地域では、自市町村内に立地する機能（施

設種類）、施設数ともに少ないため、施設数では評価す

るのではなく、ある機能（施設種類）を享受できるか否

かをクリティカルな問題として評価すべきであろう。筆

者7）は居住地からの一定時間内に到達できる地域の人口

の合計を「圏域人口」と定義し、利用可能な都市機能の

種類の関係と圏域人口の関係について分析する方法を提

案した。具体的には、図-2に示すように、あるメッシュ

（◎のメッシュ）から一定時間で到達可能なメッシュを

「時間圏域」として設定する。「時間圏域」内の人口の

合計を「圏域人口」とし、同様に「利用可能施設種類」

は、「時間圏域」内に立地する施設の種類とする。なお、

本分析では時間圏域は60分とした。これは、旧建設省の

「地方生活圏」が概ね半径30km程度で設定されており、

一般道路における旅行速度を30km/h程度と想定すると概

ね60分であること、旧西ドイツの空間配置計画の上位中

心地への到達目標が自動車で60分であることによる。 

（１）人口規模と都市機能の享受の関係 

図-3に宮崎県内の全ての二次メッシュにおける60分圏

域人口と利用種類の関係を示す。60分圏域人口が増加す

ると利用可能な施設種類は増加し、60分圏域人口が25～

30万人程度となると設定した都市機能を全て享受できる

ことが確認された。表-1に東臼杵郡、西臼杵郡の町村に

おける60分圏域人口と利用可能な施設種類数と具体的な

施設種類を示す（ここでは町村役場のあるメッシュの結

果を代表値として示す）。東臼杵郡、西臼杵郡では、60

分圏域人口が30万人以上の町村は存在せず、延岡市、日

向市周辺の町村でも20万人程度である。また、延岡市、

日向市周辺の地域を除くと享受できる機能（施設種類）

も極端に少なく、60分圏域人口が少ないほうがその傾向

が強い。具体的な施設の利用可能性をみると、60分圏域

内に高等学校がない地域も存在している。なお、表-1は 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 圏域人口・享受可能施設種類のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ 圏域人口と都市機能の享受（宮崎県２次メッシュ）注1） 

 
表－１ 対象地域の圏域人口と都市機能 注1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町村役場のあるメッシュの結果であり、同じ町村内でも

役場から離れた地域では、さらに享受できる機能は少な

くなる。 

（２）都市機能の享受と人口動態の関係 

都市機能の享受と人口動態の関係を把握するために、

ここでは表-1の結果を参考に東臼杵郡と西臼杵郡の町村

を、60分圏域人口が20万人以上であるか否かで２グルー

プに分けて、人口動態を比較した（図-4）。60分圏域人

口に依らず自然増要因は同じような傾向を示しており、

1990年まではプラスであったが、1990年以降マイナスに
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転じている。一方、社会増要因は、60分圏域人口に依ら

ずマイナスであるが、多様な都市機能を享受できないと

想定される60分圏域人口が20万人未満である地域のほう

が人口の減少率が高い。表-1の結果と合わせると中山間

地域における人口動態の差異は、社会増要因によるもの

が大きく、都市部から遠く多様な都市機能を享受できな

い地域ほど人口が流出していることが示唆される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 60圏域人口と人口動態（自然増・社会増） 

資料）宮崎県資料より作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－５ 門川町・旧南郷村・椎葉村の年齢階級別人口（1975年） 

資料）国勢調査より作成 

（３）中山間地域における年齢階層別の人口動態 

中山間地域における具体的な人口動態の状況を把握す

るために、ここでは、東臼杵郡の門川町、旧南郷村、椎

葉村の国勢調査の年齢階級別人口の増減をみる。図-5、

図-6は、５歳階級別の人口と５年前の同じ集団の人口を

比較したものである。なお、人口の比較であるため、社

会増要因と自然増要因の両方が含まれている。 

1975年は、延岡市、日向市に近い門川町では15～19歳

で減少し、25～39歳で増加しているが、旧南郷村、椎葉

村では15～19歳で大きく減少し、それ以外の年齢階級に

おいても微減する傾向にある。2000年は、門川町、旧南

郷村、椎葉村ともに、15～19歳で大きく減少し、門川町

では25～39歳、旧南郷村では25～29歳、椎葉村では20～

34歳では微増傾向にある。それ以降の年齢階級では、門

川町、旧南郷村、椎葉村ともに、65歳程度までは人口は

ほぼ横ばいで、65歳以上になると人口が減少する傾向に

ある。 

 延岡市、日向市に近く都市機能を享受できる門川町の

2000年の15～19歳の人口減少は20%程度であるが、都市

機能が享受できない地域における15～19歳の人口減少は、

旧南郷村は約70%、椎葉村は約80%と大きく減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－６ 門川町・旧南郷村・椎葉村の年齢階級別人口（2000年） 

資料）国勢調査より作成 
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旧南郷村では60分圏域内に高等学校、短期大学、大学は

立地していない（前掲表-1）。椎葉村でも役場周辺のメ

ッシュの60分圏域内に高等学校は立地するが、椎葉村の

その他のメッシュでは60分圏域内には高等学校、短期大

学、大学ともに立地していない。椎葉村へのヒアリング

によると、村内に高校がないため、宮崎市や延岡市等へ

生徒が下宿するか、家族での転居するケースも少なくな

いという。この年齢階級では、都市機能の中でも教育施

設へのアクセスが社会的人口減少の要因であることは明

らかである。15～19歳の年齢階級が人口動態全体に対す

る影響が大きいことからも、当該地域では高等教育機関

は重要な都市機能の一つであると言えるであろう。 

一方で、３町村ともに25歳周辺では人口が増加してい

る。特に門川町では、他の２村と比較して25～39歳の世

代での人口増加が多く、延岡市、日向市に近く都市機能

が享受しやすい門川町において転入が卓越していること

がうかがえる。また、椎葉村のヒアリングによると、大

学新卒時期、あるいは一旦村外で就職した後の20歳代前

半でＵターンするケースが増えているが、高校進学で離

村した人の約２割程度に過ぎず、これは就業機会との関

係も大きいという。 

（４）中山間地域における人口分布 

図-7は、東臼杵郡、西臼杵郡の国勢調査（2000年）の

３次メッシュの人口分布である。町村役場周辺の人口密 

度が高く、役場から離れた地域では、国道や主要地方道

の沿道に人口が分布していることがわかる。具体的には、

３次メッシュ当たり人口は、役場との関係で分類すると 

役場周辺（３次メッシュ９個）は360人、役場周辺以外

は95人、道路との関係で分類すると、国道沿道は193人、

主要地方道沿道は99人、国道・主要地方道沿道以外では 

68人である。このように中山間地域内においても役場周

辺か否かという都市機能・生活機能の集積度や、国道沿

道か否かというモビリティの高さにより人口密度が大き

く異なることがわかる。 

 

３．中山間地域におけるモビリティと生活圏域 

 

中山間地域では公共サービス水準が低いため、自動車

を保有しなければ都市部と比較してモビリティは非常に

低い。しかし、経年的にみれば、中山間地域においても

道路整備の進展や自動車保有の増加により、ある程度の

モビリティが高まっているであろう。モビリティの高ま

りにより生活圏域は拡大し、都市機能の享受も進んでい

るであろう。ここでは、モビリティの向上と生活圏域の

拡大状況について分析する。 

公共交通のサービス水準が低い中山間地域では、自分

専用の自動車があるか否かなど、自動車の利用しやすさ

自体がモビリティに大きな影響を与えると考えられる。 

表－２ 地域区分別の３次メッシュ当たり人口 
 

 

 

 

 

資料）国勢調査（2000年）より作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－７ 対象地域周辺の人口分布（３次メッシュ） 

資料）国勢調査（2000年）より作成 

 

そこで、個人が専用的に自動車を保有しているか否かの

指標として、１人当たり自動車保有台数を確認する。 

また、生活圏域を把握するためには、通勤、通学、買

い物、その他の私用などの様々な活動が考慮できるパー

ソントリップ調査等の「人の移動」を対象とした調査の

データを用いて分析すべきであるが、対象地域では活用

可能な既存調査がないため、国勢調査の通勤先のデータ

を活用して生活圏域の拡大状況を分析する。 

（１）中山間地域における自動車保有状況 

図-8は、東臼杵郡、西臼杵郡の町村における人口１人

当たりの自動車保有台数である。60分圏域人口が20万人 

以上、20万人未満での自動車保有状況の差異は小さく、

自動車、軽自動車ともに１人当たりの保有台数は増加し

ている。特に軽自動車の保有台数の増加が顕著である。

60分圏域人口が20万人未満の町村についても、1980年に

は自動車0.25台／人、軽自動車0.09台／人であったが、

2000年には自動車0.38台／人、軽自動車0.35台／人に増

加しており、自動車と軽自動車の台数がほぼ同数になっ

ている。また、１人当たりの自動車保有台数は、2000年

には軽自動車、自動車の合計で0.73台／人となっており、

1980年の0.34台／人の2.18倍である。公共交通のサービ

ス水準が低く、自動車による移動が多くを占めると考え 

３次メッシュ
当たり人口

役場周辺 360人

役場周辺以外 95人

国道沿道 193人

主要地方道沿道 99人
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地域区分
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図－８ 対象地域の１人当たりの自動車保有台数 注2） 

資料）市町村別自動車保有車両数、市町村別軽自動車車両数より作成 

 

られる中山間地域においても、自動車の保有により個人

のモビリティは相当高まっていると考えられる。 

（２）中山間地域における生活圏域の推移 

図-9は、宮崎県の通勤人口の流出入の関係を示したも

のである。横軸は、当該市町村の就業者のうち、他市町

村に従業する人の比率（以下労働流出率とする）を示し

たものであり、グラフ右側に向かうほど労働流出率が高

く、他市町村への就業者が流出していることを示す。縦

軸は、当該市町村の従業者のうち、他市町村から就業す

る人の比率（以下労働流入率とする）を示したものであ

り、グラフ上側に向かうほど労働流入率が高く、他市町

村からの従業者が流入していることを示す。なお、図-9

では、宮崎県内の市町村を市部と町村部に分け、さらに、

町村部は60分圏域人口が20万人未満、20万人から30万人

未満、30万人以上の３グループに分類した。 

1965年には労働流出率、労働流入率ともに低く、通勤

先は概ね自市町村内で完結していたが、年々労働流出率、

労働流入率ともに増大し、他市町村への通勤が拡大して

いる。1975年、1985年には、町村では労働流出率の増加

が顕著であり、市部では、労働流出率より労働流入率が

高いことから、町村部から市部への流入超過の傾向にあ

ったと想定される。1995年には労働流出率と労働流入率

が均衡する傾向にある。特に、60分圏域人口が20～30万

人、30万人以上の町村のほとんどにおいて、他市町村へ

の労働流出率、労働流入率がともに20％を超える町村が

増えており、町村における通勤流動が活発になっている。 

一方、東臼杵郡、西臼杵郡の中山間地域のうち、比較

的都市から離れた町村が属する60分圏域人口20万人未満 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－９ 宮崎県の就業者の流入・流出状況 

資料）国勢調査より作成 
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の町村についても、自動車の保有の拡大等によりモビリ

ティは高まっていると想定され、他市町村への通勤、他

市町村からの通勤の傾向は、1995年では1965年と比較し

て高まっている。ただし、労働流出率、労働流入率は、

60分圏域人口20～30万人、30万人以上の町村と比較する

と高くなく、通勤圏の拡大は限定的であると考えられる。 

図-10は、東臼杵郡・西臼杵郡の60分圏域人口20～30

万人の町村、20万人未満の町村の１人当たりの自動車保

有台数と平均の労働流出率の関係を示したものである。

自動車保有台数の増加とともに他市町村での従業者の比

率が増加しており通勤圏の拡大がうかがえるが、やはり

60分圏域人口20万人未満の町村の労働流出率の増加率は

低く、通勤圏の拡大は限定的である。 

図-11は、東臼杵郡・西臼杵郡の町村を起点とする通

勤交通を示したものである。1965年は就業者の流動は高

千穂町～日之影町～延岡市に至る国道218号沿線での移

動などに限られていた。1985年、1995年と経るにつれ、

バイパスの整備により走行性が高まった国道218号沿い

の通勤流動量はさらに増加している。また、東臼杵郡、

西臼杵郡の町村では、隣接する町村だけでなく延岡市、

日向市へと通勤圏が広範囲に広がっていることがわかる。

ただし、中山間地域のうち椎葉村のように都市部や他の

市町村から離れている地域には、通勤圏は自市町村内に

限られる傾向にある。 

旧南郷村へのヒアリングによると、日向市とのつなが

りが強く、村外への通勤のほとんどが日向市である。ま

た、村の病院で対応できない患者の搬送、村外での買い

回り品の買い物も専ら日向市という。一方、椎葉村への

ヒアリングによると、村外への通勤はほとんどなく、村

外での買い物は熊本市や人吉市、山都町などの熊本県側

への移動が多い傾向にあるという。 

以上より、中山間地域においても通勤圏をはじめとす

る生活圏域は経年的に拡大しており、経年的な１人当た

りの自動車保有台数の高まり、道路整備の進展も生活圏

域の拡大における１つの要因であると考えられる。ただ

し、中山間地域においても、都市部や他市町村からかな

り離れた場合には、生活圏域は他市町村への拡大は小さ

く、自市町村内に生活圏が限られる傾向にある。 

 

４．おわりに  

 

（１）分析のまとめ 

本稿では、対象地域を宮崎県のうち東臼杵郡、西臼杵

郡の中山間地域に限定し、年齢階級別の人口動態は一部

の町村のみを対象とした分析であるが、中山間地域の都

市機能の享受と人口動態の関係、中山間地域における地

域特性と人口分布の関係について、以下の事項について

確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－10 東臼杵郡・西臼杵郡の自動車保有状況 
就業者の流出状況の関係 

資料）市町村別自動車保有車両数、市町村別軽自動車車両数 

      国勢調査より作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－11 東臼杵郡・西臼杵郡周辺の就業者の流動 

資料）国勢調査より作成 
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・60分圏域人口が20万人未満の町村では都市機能の享受

水準が低く、社会的減少により人口が減少している。 

・中山間地域の年齢階級別の人口動態は、15～19歳の人

口減少が顕著であり、旧南郷村、椎葉村のように60分

で高等学校、短期大学、大学の教育施設までアクセス

できない地域ほどその傾向が強い。 

・延岡市、日向市に近く都市機能が享受しやすい門川町

のほうが、25～39歳における人口増加が多い。 

・中山間地域では、町村役場周辺、国道や主要地方道な

どの人口密度が高く、人口密度は中山間地域の中でも

都市機能の集積度や交通機能の高さによる。 

また、中山間地域におけるモビリティの代理指標とし

て１人当たりの自動車保有台数、生活圏域の代理指標と

して労働流出率、労働流入率を用いることにより、中山

間地域のモビリティと生活圏域について以下のような事

項が確認された。 

・60分圏域人口が20万人未満の町村においても、１人当

たりの自動車保有台数は1980年から2000年の間に2.18

倍となり、自動車の保有による個人のモビリティが相

当向上していると想定される。 

・中山間地域においても通勤圏は拡大している。ただし、

椎葉村のように都市部や他市町村からかなり離れた地

域には、生活圏域は他市町村への拡大は小さい。 

以上より、中山間地域において、都市機能の享受水準

が低い地域において人口減少が顕著であり、高等学校、

短期大学、大学などの高等教育施設の利用可能性の影響

が大きいこと、中山間地域においても１人当たりの自動

車保有台数の増加、道路整備などによる個人のモビリテ

ィの向上が通勤圏をはじめとする生活圏域が拡大して可

能性があることが示唆される。ただし、都市部や他市町

村からかなり離れている場合には、生活圏域は他市町村

への拡大は小さく、自市町村内に生活圏が限られる傾向

にある。 

（２）今後の中山間地域の政策検討に向けて 

国土管理の観点から、都市部や他市町村からかなり離

れているような町村においても人口減少は抑制すべきで

あり、最低限の医療・福祉、買い物、行政サービス等の

生活関連機能を享受できるようにすることが重要であろ

う。また、中山間地域では高齢者が多くなっており、こ

れまで自動車によりモビリティの拡大してきた層が、自

動車を運転できなくなり、モビリティが急激に縮小する

ことが容易に想像できる。そのための対応策が必要であ

ろう。例えば、椎葉村では各集落と村の中心部を結ぶ村

営バスを週数回運行し、最低限の移動を確保するととも

に、高千穂町へスクールバスを運行している。また、地

域の自立のためには、居住者の就業機会の確保も重要で

ある。他地域への通勤、あるいは観光資源の活用による

就業機会の確保が図られるよう地域のモビリティの向上

が期待される。 

そのためにも、中山間地域の課題に対応した生活実態、

交通行動を把握するための調査を行うとともに、把握さ

れた生活実態、交通行動を踏まえて中山間地域のモビリ

ティに関する政策について検討することが重要であろう。 
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注１）圏域人口の算出にあたっては、現況の道路ネッ

トワークを用いて２次メッシュ間の到達時間を算出し、

人口は平成12年の２次メッシュ人口を活用した。市町

村の圏域人口は、市役所、町村役場のある２次メッシ

ュを代表値とした。 

注２）市町村別軽自動車車両数は、昭和54年（1979

年）以降のデータである。 
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中山間地域のモビリティと生活圏域に関する分析* 

森尾 淳**・杉田 浩*** 
   本稿では、中山間地域のモビリティが生活圏域に及ぼす影響について分析した。中山間地域に着目して生活

関連の都市機能の享受と人口動態の関係を整理し、都市機能の享受できない地域のほうが人口減少傾向が強い

ことを確認するとともに、役場周辺、国道沿道などの地域区分別の人口分布について整理した。また、1965年

と1995年の通勤圏を比較し、通勤圏を中心とする生活圏域が拡大していることを確認した。 

 Analysis on mobility of intermediate and mountainous area * 
By Jun MORIO**・Hiroshi SUGITA*** 

This paper considers the relation between the mobility and the daily living area in the intermediate and mountainous area. 
We analyzed the relationship between conveniences of life and population movement, as well as the relationship between 
population density and zonal characteristics, such as geographical proximity to town and village offices or accessibility to 
arterial roads in the intermediate and mountainous area. Also our analysis showed that the daily living area including the 
commuting area expanded between 1965 and 1995. 
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